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■ 九州地方のほぼ中央に位置し、古くから九州の行政、交通、経済の拠点として発展
■ 多彩な農林水産業、半導体関連産業や自動車関連産業などが展開
■ 特に、農業では令和２年の生産農業所得は、１，４９５億円であり、九州で１位、全国でも３位

熊本県の人口（令和３年）・面積（令和4年）

人 口 1,728千人（全国第23位、九州第２位）

面 積 7409.12㎢（全国第15位、九州第３位）



令和元年度の熊本県の県内総生産（名目）は６.４兆円で、九州全体（52.8兆円、国内の
9.１％）の約１2％のシェアを占める。産業別では、第3次産業が約70％を占めている。

熊本県の県内総生産

産業別比率
（熊本県）

出典：令和元年度国民経済計算（内閣府）
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製造品出荷額等の業種別構成比

出典：令和２年熊本県工業統計調査 （データは平成30年1月～令和元年12月のもの）

製造品出荷額等：約２．８兆円

熊本県の製造品出荷額等では、生産用機器が４，８７０億円（構成比１７．１％）で
最も多く、次いで、輸送用機器（自動車関連）、食料品の順となっている

【主要品目の製造品出荷額等の推移】

熊本県の産業構造

食料品

19.4%

輸送用機器

12.3%

電子部品

12.1%生産用機器

10.5%

金属製品

7.2%

プラスチック

5.7%

電気機器

4.9%

化学

4.0%

繊維

3.8%

窯業・土石

3.4%

印刷

2.4%
ゴム製品

2.3%

木材

2.2%

飲料

1.8%
他10分類

7.9%



熊本県の産業集積マップ

※掲載企業は誘致企業の一部です。

※企業名は業種内で五十音順に掲載。（一部除く）

※掲載情報は2021年2月時点（一部除く）のものです。

半導体関連が
多数集積！



ＴＳＭＣ（JASM）新工場の概要

経済効果（見込み）



半導体産業集積強化推進本部の設置

TSMC（JASM）による熊本県内への日本初の工場建設決定を踏まえ、本県では
知事をトップとする「半導体産業集積強化推進本部」を令和3年11月に設置。



令和３・４年度予算措置の状況



熊本県の強みを生かした地方創生の実現

令和４年度上半期（４～９月）
企業誘致件数２６件のうち、
半導体関連企業は１０件

⇒前年度を上回るペース！！



住まいの再建

■ 令和２年３月末にすべての災害公営住宅が完成（12市町村 68団地 1,715 戸）
■ 令和５年３月末で災害救助法による応急仮設住宅の供与を終了する予定。最後のお一人が住まいを

確保できるまで、熊本県・益城町による寄り添った支援を継続していく。

益城町 馬水団地

御船町 上高野団地

写真提供:UR都市機構

熊本地震 『みんなの家』利活用プロジェクト
被災された方々が集い、新しい生活を回復するための憩いの場として「みんなの家」を84棟整備
被災された方々の憩いの場として大切に活用されてきた「みんなの家」を後世に遺すとともに、

新たなコミュニティ形成の場や地域づくりの拠点となるよう、移築等による利活用を推進

放課後児童クラブとして再利用 放課後児童クラブとして再利用 地域の公民館として再利用

熊本県立の「夜間中学」（県立として九州初の設置）校舎への木材利用
令和６年４月開校予定の「夜間中学」校舎の建設にあたり、熊本地震の際に使用された

南阿蘇村の木造応急仮設住宅の資材を再利用する予定。



阿蘇へのアクセスルートの回復（道路）

国道５７号／国道３２５号阿蘇大橋の早期復旧

現 在(２０２２年)地震直後(２０１６年)

大規模な斜面崩壊により国道57号、国道325号
及びJR豊肥本線が通行不能に

2020年10月3日 開通

国道57号
北側復旧

ルート

②

2021年3月7日 開通

国道325号
新阿蘇大橋

③

大分方面



阿蘇へのアクセスルートの回復（鉄道）

JR豊肥本線／南阿蘇鉄道の早期復旧

地
震
直
後(

２
０
１
６
年)

現
在(

２
０
２
２
年)

JR豊肥本線 南阿蘇鉄道



熊本城の復旧

2016年4月22日 頬当御門から天守閣方面 2016年４月22日 飯田丸五階櫓被災状況

2021年6月28日 天守閣内部公開開始

地
震
直
後(

２
０
１
６
年)

現
在(

２
０
２
２
年)

2022年3月31日 公開中の特別見学通路



益城町の復興まちづくり

益城中央被災市街地復興土地区画整理事業 ２０２７年度事業完了を目標



大空港構想ＮｅｘｔＳｔａｇｅの実行

コンセッション方式の導入による空港ビルの創造的復興

地震直後（2016年） 現在（2022年）



感染症の状況

感染者数の推移

■ 新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は全国と同様に推移。令和４年７～8月中旬は、第7波に
より増加傾向にあったものの、令和４年８月下旬以降は減少傾向が続いている。また、新規感染者数
の推移と同様に（重症）病床使用率も減少傾向にある。

■ 第７波では、強い行動制限・経済活動の制限を行わず、社会経済活動を維持。

感染症の状況 入院患者等の状況 病床使用の状況

病床使用率の推移



県の取組み（医療提供体制の充実）

※ 緊急的な患者対応を行う体制も含めた最大の確保状況



県の取組み（Withコロナに向けた新たな段階への移行）



復旧・復興に向けた重点１０項目

球磨川水系河川整備計画について

■ 復旧・復興に向けた重点10項目を掲げるとともに、自然環境との共生を図りながら、流域全体の
総合力で安全・安心を実現する「緑の流域治水」を推進

１ 堆積土砂の撤去など河川の緊急対策
２ 治山・砂防による山の再生・強化
３ “いのち”を守る防災・減災力の強化
４ 本格的な住まいの再建
５ 被災地のまちづくりと集落再生
６ 生業の再建と新たな産業の創出
７ 農林水産基盤の復旧
８ 国道219号をはじめとした道路・橋梁
創造的復興

９ 鉄道の復旧
10 観光地人吉・球磨の復活

復旧・復興に向けた重点10項目



堆積土砂の撤去など河川の緊急対策（県管理区間）



被災した河川管理施設の復旧（県管理区間）



“いのち”を守る防災・減災力の強化



本格的な住まいの再建

■ 仮設住宅の入居者は令和4年9月30日時点で835世帯（1,814人）、令和3年1月末をピークに減少。
■ 「再建場所をまだ決めていない世帯」が５６％（令和3年5月）→２％（令和4年5月）に大きく減少。
■ 令和６年３月には、全ての被災者の住まいの再建の目処が立つよう、市町村や地域支え合いセンター等

と連携し、被災者一人一人の意向に寄り添った支援を進める。



人吉市中心市街地周辺の新たなまちづくり

■ 中心市街地周辺では、令和４年３月に青井被災市街地復興土地区画整理事業（約５.２ha）の都市
計画を決定し、令和４年５月２１日には用地の先行買収に関する説明会を開催。令和４年５月３０日
に青井地区の道路・公園等の公共施設配置、賑わい創出に関する取組等について市に提言すること
を目的として、青井復興まちづくり推進協議会が設立。

■ 令和４年６月３０日には、紺屋町被災市街地復興土地区画整理事業（約１.２ha）の都市計画が決定。
加えて、民間事業者が主体となり、新たな飲食店街「紺屋小町」の整備が決定（令和4年12月完成
予定）



球磨村の集落再生に向けた取組み

■ 渡地区においては、県の受託施行により高台への宅地造成事業を開始。
■ 神瀬地区においては、一日も早い生活再建に向け、国、県、村、住民が協働で取り組んだ結果、

地区全体を面的にかさ上げする方針を決定。
■ 小規模住宅、避難地・避難路の整備について、住民への説明会を実施するなど、地域の復興まち

づくりを総合的に推進。
■ 令和２年７月豪雨で被災した特別養護老人ホーム千寿園は人吉市内に仮設施設を建設し、令和３年

４月に運営を再開。令和６年３月までの球磨村での本施設復旧工事完了に向けて、設計等の手続きを
現在進めている。



鉄道の復旧



観光地人吉・球磨の復活（発災から２年の取組みと成果）



令和3年度
歳入総額

10,469億円
【+10.8%】

■ 歳入は、新型コロナウイルス感染症対応に伴う交付金の増などにより増加し、過去最大であった平成９年度の
１兆３２３億円を超え、過去最大の規模となった。

■ 歳出も、新型コロナウイルス感染症への対応や令和２年７月豪雨からの復旧・復興関連事業の増などにより
増加した。

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等
いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いた
もの。
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7,976

・県税
2,176 【+7.7%】

【 】内は前年度増減率

（単位：億円）

・地方交付税
2,443 【+10.9%】

・県債
1,227 【▲4.8%】

・国庫支出金
2,636 【+22.2%】

・その他
1,987 【+11.7%】

令和3年度
歳出総額

10,028億円
【+11.2%】

・扶助費
263 【+1.2%】

・人件費
1,735 【+0.6%】

・公債費
978 【▲3.1%】

・補助費等
3,125 【+16.6%】

（億円）

・投資的経費
2,159 【+8.4%】

・その他
1,768 【+28.0%】

■ 歳入に占める県税、地方交付税等の一般財源の割合
は47.18%となり、前年度(47.7%)に比べ0.52ポイントの減

■ 県税は景気回復に伴う地方消費税の増等により、全体
で7.7%の増

■ 地方交付税は、基準財政収入額の減少や普通交付税
の再算定に伴う普通交付税が増となる一方、令和2年7月
豪雨関連経費の減等に伴う特別交付税が減となったもの
の、全体で10.9%の増

■ 県債は、臨時財政対策債が増となった一方、減収補填
債（特例分）の皆減などに伴い、全体で4.8%の減

■ 国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症関係交付金
の増等により、全体で22.2%の増

9,205

10,469

9,774

8,913

8,913

10,028

9,429
■ 人件費は、退職手当や会計年度任用職員報酬の増

により、全体で0.6%の増
■ 投資的経費のうち、河川等災害復旧事業や道路新設

改良費の増等により、投資的経費全体で9.2％の増
■ 補助費等は、新型コロナウイルス感染症対応事業な

どの増により、全体で16.6%の増
■ その他は、新型コロナウイルス感染症対応事業や県

債管理基金積立金の増等により、全体で28.0%の増

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（グラフ左より）

（グラフ左より）
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■ 決算規模は、昨年度と比較し、歳入・歳出総額ともに増（歳入：前年度比+10.8％、歳出：前年度比+11.2％）と
なった。

（億円）

（注）平成12年までは、チッソ県債借換という特殊事情（平成９年度）を除くと8,000億円台で推移。その後、国の地方財政計画の縮小や県の財政健全化計画に基づく取組み等により減少傾向に転じ、平成17年度から平成20年
度は7,000億円台前半まで減少。しかし、平成21、22及び25年度は、大型の経済対策等の実施に伴い8,000億円前後まで増加。平成23年度及び平成24年度はこれらの縮小により7,000億円台となった。平成28年度は熊
本地震からの復旧・復興を図るための予算編成により、約1兆円規模となった。 平成29年度、令和元年度は、熊本地震関連の災害復旧事業の減少に伴う国庫補助金の減、災害復旧事業の減などにより前年度に比べ
歳入歳出ともに減となったものの、令和2、3年度は令和2年7月豪雨及び新型コロナウィルス感染症対応事業等によって、歳入歳出ともに増に転じている。

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等
いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いた
もの。



■ 財政力指数（直近３カ年（R1～R3)の平均）は、地域デジタル社会推進費の創設・社会保障関係費等の増に伴う基準
財政需要額の増や新型コロナウィルス感染症の影響により地方税の減収が見込まれたことによる基準財政収入額の減など
により0.024ポイントの減少となった。

■ 実質公債費比率（直近３カ年（R1～R3)の平均）は、平成８年度がピークであった過去の投資的経費に係る通常県債の
元利償還金が減少傾向にあることにより、単年度の比率が引き続き改善したことで、０．４ポイントの改善となった。

なお、平成２８年熊本地震関連及び令和２年７月豪雨関連の県債は償還が本格化していないため、実質公債費比率への
影響は小さい。

■ 将来負担比率は、令和３年度の税収等の歳入の伸びに伴い、普通交付税減額調整分等を県債管理基金等へ積み立てた
ことにより、１２.６ポイントの改善となった。

（注）

●実質赤字比率：3.75%以上→早期健全化団体、5%以上→財政再生団体 ●連結実質赤字比率：8.75%以上→早期健全化団体、15%以上→財政再生団体
●実質公債費比率：18%以上→起債許可団体、25%以上→早期健全化団体、 35%以上→財政再生団体 ●将来負担比率：400%以上→早期健全化団体

項 目 H29決算 H30決算 R１決算 R２決算 R３決算

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

実質公債費比率 10.4 9.4 8.5 7.7 7.3

将来負担比率 185.0 194.9 205.6 210.9 198.3

財政力指数 0.407 0.411 0.420 0.427 0.403

標準財政規模
（単位：百万円）

417,803 417,143 418,498 425,882 442,289

自主財源比率 40.5 37.6 40.9 37.1 36.7

経常収支比率 93.1 93.6 94.2 92.7 84.9

実質収支
（単位：百万円）

19,478 14,544 12,662 23,985 20,600

実質単年度収支
（単位：百万円）

3,239 ▲2,474 ▲1,873 11,332 ▲3,385

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等
いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いた
もの。



■ 地方公営企業とは、地方公共団体が直接、公共の利益を目的として経営する企業。
■ 熊本県では、地方公営企業法の適用を受ける公営企業として、以下５事業を経営。
■ 病院事業については、平成１５年度以来黒字を継続している。
■ 電気事業については、主力の水力発電所のリニューアル事業に伴う発電停止のため損失を計上。
■ 工業用水道事業については、需要開拓やコンセッション方式の導入（令和３年度～）等により経営改善に努めている。
■ 駐車場事業については、開業２年目以来黒字を継続している。平成２８年度から指定管理者運営に移行している。
■ 流域下水道事業については、安定的な経営を行ってきたところ、令和２年度からは地方公営企業法を適用した企業会計へ

移行している。

（単位：百万円）

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

区 分
令和３年度 令和２年度 前年度増減

収益 費用 純損益 収益 費用 純損益 収益 費用 純損益

病 院 1,984 1,761 223 1,698 1,677 21 286 84 202

電 気 1,221 1,663 △442 1,725 1,847 △122 △504 △184 △320

工業用水道 1,114 1,239 △125 1,098 1,161 △63 16 79 △63

駐 車 場 104 73 31 132 89 43 △28 △16 △12

流域下水道 3,221 3,200 21 3,453 3,499 △46 △232 △299 △67

合 計 7,644 7,936 △292 8,106 8,273 △167 △462 △336 △126

区 分
令和３年度 令和２年度 前年度増減

収入 支出 差引 収入 支出 差引 収入 支出 差引

病 院 350 296 54 36 295 △259 314 1 313

電 気 2,658 2,804 △146 266 2,285 △2,019 2,392 519 1,873

工業用水道 653 741 △88 1,058 1,086 △28 △405 △345 △60

駐 車 場 0 200 △200 0 200 △200 0 0 0

流域下水道 1,200 2,072 △872 1,423 1,656 △233 △223 416 △639

合 計 4,861 6,113 △1,252 2,783 5,522 △2,739 2,078 591 1,487



■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等により、県債発行額（臨財債除く）は平成２２年度以降、６５０億円
未満で推移していた。しかし、平成２８年度以降は、熊本地震や令和２年７月豪雨等の影響で８００億円を超過している。

■ 民間資金は平成２１～２７年度の期間、約６０～７０%の割合で推移。平成２８、２９年度は、熊本地震の影響によって
公的資金の割合が増加したことから、約５４%に減少。平成３０年度、令和元年度には、約７０%へいったん増加したもの
の、令和２年７月豪雨の影響で再び公的資金割合が増加し、令和２年度は５７%、令和３年度は５４％となっている。

■ 令和３年度は、市場公募債を７００億円発行（うち４５０億円は借換債に充当）。発行総額のうち２００億円を主幹事
方式で発行した（２０年及び３０年定時償還債を各１００億円発行）。

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる、
臨時財政対策債、減税補てん債（交付税措置のある
75%分に限る。）等、熊本地震・令和2年7月豪雨関連
を除いたもの。
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（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。
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■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等や金利低下に伴い、公債費は近年減少傾向にあり、令和３年度は
９７７億円程度となっている。

■ 県で発行をコントロールできる通常債の残高は、これまでの財政健全化の取組みによって減少トレンドを維持して
きたが、国土強靱化事業への取組み等が影響し、令和２年度から増加に転じている。

■ 市場公募債の満期一括償還に備え、平成１８年度から県債管理基金への積立てを実施している。
■ 令和３年度は、税収等の歳入の伸びに伴う繰越金の増により基金残高は約３２８億円増加した。
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（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる、
臨時財政対策債、減税補てん債（交付税措置のある
75%分に限る。）等、熊本地震・令和2年7月豪雨関連
を除いたもの。



■ 令和４年度当初予算は、９，０３０億円を計上。令和３年度当初予算額に比べ３７９億円の増となり、当初予算額
としては県政史上最大の規模となった。

■ 上記の増額の要因は、法人２税や地方消費税の増によって地方税が１９２億円の増となったこと、新型コロナ
ウイルス感染症への対応等により国庫支出金が３０８億円の増となったこと、繰入金等が２２３億円の増となった
ことによるもの。一方で、臨時財政対策債等の減により県債は３４１億円の減となっている。

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

令和４年度
当初予算

9,030億円
【+4.4％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

・県税
165,972
（18.4%）
【+13.1%】

・地方交付税
219,481（24.3%）【▲0.1%】
・地方特例交付金

603（0.1%）【▲34.3%】

・地方消費税清算金
80,712 （8.9%）【+1.9%】
・地方譲与税
24,655（2.7%）【28.6%】
・交通安全対策特別交付金

289（0.0%）【▲5.0%】・県債
76,744（8.5%）【▲30.8%】

・国庫支出金
177,930（19.7%）
【+20.9%】

・分担金及び負担金
4,004（0.4%）【+13.4%】

・使用料及び手数料
9,266（1.0%）【▲1.9%】

・諸収入
81,592（9.0%）【▲5.7%】
・繰入金
60,010（6.6%）【+49.8%】
・財産収入

1,547（0.2%）【+18.8%】
・寄附金

239（0.0%）【+4.0%】

【 】内は前年度増減率

令和３年度
当初予算

8,651億円
【+8.4％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

・県税
146,785
（17.0%）
【▲9.5%】

・地方交付税
219,669（25.4%）【+5.7%】
・地方特例交付金
918（0.1%）【+31.4%】

・地方消費税清算金
79,219 （9.2%）【▲0.1%】
・地方譲与税
19,166（2.2%）【▲40.3%】
・交通安全対策特別交付金
304（0.0%）【▲7.1%】

・県債
110,860（12.8%）【+15.0%】

・国庫支出金
147,145（17.0%）
【+27.4%】

・分担金及び負担金
3,532（0.4%）【▲12.0%】
・使用料及び手数料
9,449（1.1%）【▲2.2%】
・諸収入
86,486（10.0%）【+67.7%】
・繰入金
40,049（4.6%）【+9.4%】
・財産収入
1,302（0.2%）【+2.4%】
・寄附金
230（0.0%）【▲74.7%】



■ 令和４年度当初予算は、令和３年度当初予算と比べると、３７９億円の増加となった。 これは、新型コロナウイルス
感染症への対応などその他の経費の増（＋３５７億円）等が主な要因。

■ 公債費は、通常債等の償還が増加することから、前年度比４．９％の増。
■ また、新型コロナウイルス感染症への対応や令和２年７月豪雨からの復旧・復興関連事業の実施、半導体産業の更なる

集積に向けた取組み等に伴い、当初予算額としては、県政史上最大の規模となった。

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

【 】内は前年度増減率

・扶助費
112,150（12.4%）
【+0.8%】

・公債費
101,635（11.3%）
【+4.9%】

・物件費
42,266（4.7%）
【+32.0%】

・その他
302,873（33.5%）
【+9.3%】

・普通建設事業費
131，488（14.6%）
【＋7.7%】

・義務的経費
387,158（42.9%）
【+5.4%】

・その他
345,139（38.2%）
【+11.6%】

・投資的経費
170,746 （18.9%）
【▲0.1%】

令和４年度
当初予算

9,030億円

・人件費
173,374（19.2%）
【▲2.0%】

・ 国直轄事業負担金
16,756（1.9%）【+4.0%】

・災害復旧事業費
22，502（2.5%）
【▲31.0%】

○Ｒ２.９補(肉付後)にいったんゼロとなった４基金について、５４億円を確保

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる、
臨時財政対策債、減税補てん債（交付税措置のある
75%分に限る。）等、熊本地震・令和2年7月豪雨関連
を除いたもの。

・扶助費
111,275（12.9%）

・公債費
96,880（11.2%）

・物件費
32,021（3.7%）

・その他
277,166（32.0%）

・普通建設事業費
122,133（14.1%）

・義務的経費
385,070（44.5%）・その他

309,187（35.7%）

・投資的経費
170,857 （19.7%）

令和３年度
当初予算

8,651億円

・人件費
176,915（20.4%）

・ 国直轄事業負担金
16,112（1.9%）

・災害復旧事業費
32,612（3.8%）



■ 平成１６年度に初めて全国型市場公募債を発行し、平成２１年度～令和元年度の期間、個別債２００億円、共同債
３００億円の合計５００億円を発行した。令和２年度からは主幹事方式による定時償還債も発行している。

■ 令和４年度発行分個別債は、従来の７月の５年債１００億円、１０月の１０年債１００億円に加え、６月に２０年
定時償還債（主幹事方式）を１００億円を発行している。

（注１）共同債は、全国型市場公募債を発行する地方公共団体（37団体）が共同して発行する債券。
（注２）発行計画は、年度途中に変更する場合がある。
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■ 平成15年度に初めて住民参加型市場公募債を30億円（５年債）発行。
■ 平成16年度に全国型市場公募債を100億円（10年債）を発行。
■ 平成17年度から平成20年度まで、個別債を300億円発行。
■ 平成18年度から、共同債300億円を発行。
■ 平成21年度から令和元年度までは個別債200億円、共同債300億円を発行。
■ 令和2年度は、個別債300億円、共同債300億円を発行。
■ 令和3年度は、個別債400億円、共同債300億円を発行。
■ 令和4年度発行分個別債は、6月に20年定時償還債100億円、7月に5年債100億円を発行済。

10月に10年債100億円を発行予定。
■ 令和4年度発行分共同債は、1回あたり50億円の年6回総額300億円発行予定。

（億円）

（単位：億円）4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

5年債
（満期一括）

100 100

10年債
（満期一括）

100 100

20年債
（定時償還）

100 100

共同債 50 50 50 50 50 50 300

合計 50 150 150 50 100 50 50 600



■ 熊本県総務部財政課起債班

●〒862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目18番１号

●TEL：096-333-2084 ●FAX：096-382-7815
●e-mail：zaisei@pref.kumamoto.lg.jp ●HPアドレス：http://www.pref.kumamoto.jp/

・本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等
の取引を提案、勧誘、助言するものではありません。

・本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。

Ⓒ 2010熊本県くまモン


